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意見表明の対象制度

建築物環境
計画書制度

中小規模
新築建物
の新制度

キャップ&トレード
制度

中小報告書
制度

地域エネルギー
有効利用計画

制度

エネルギー環境
計画書制度

1月26日
（第3回）

１
特定非営利活動法人
FoE Japan 〇 〇

２
一般社団法人
住宅生産団体連合会 〇

３
一般社団法人
ZEH推進協議会 〇

４
一般社団法人
太陽光発電協会 (JPEA) 〇 〇

５
一般社団法人
東京都建築士事務所協会 〇 〇 〇 〇 〇

６
一般社団法人
不動産協会 〇 〇 〇 〇

７
株式会社
LIXIL TEPCO スマート パートナーズ 〇

2月8日
（第4回）

1
国際環境NGO
グリーンピース・ジャパン 〇

２
東京電力エナジーパートナー
株式会社 〇 〇 〇 〇 〇

3 東京冷蔵倉庫協会 〇 〇

4
虎ノ門エネルギーネットワーク
株式会社 〇

5
一般社団法人
日本熱供給事業協会 〇 〇

6
丸の内熱供給
株式会社 〇 〇
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【意見表明】
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表明
順序

対象事業者・団
体名

意見要旨

１
国際環境NGO 
グリーンピース・
ジャパン

・制度名：「総量削減義務と排出量取引制度」

カーボンハーフへのお取り組みに感謝し、敬意を表します。

資料3-1にもあるように、都市を形づくる建物のゼロエミッション化は 世界の都市共通の目標」です。最大級の都市東京で大型建

築物の新規建設、更新のタイミングを逃さずゼロエミッション化をしていくことが、カーボンハーフ達成に不可欠であると考えま

す。

その際、「ゼロエミッションビル」の内容に留意する必要があります。国の「ゼロエミッションビル」の定義では従来の半分の省

エネ率でも「ゼロエミッションビル」と呼ぶことができてしまいます。

このたび、国は住宅性能表示制度の断熱性能等級に、これまでのZEH水準を上回る等級を設置します。つい先ごろ、さらに等級

6 , 7という欧州並みの等級設置が提案されています。ビルにおいても、従来の7割、8割といった省エネ率、さらにカーボンマイ

ナスビルを追求することを求めていただきたいです。

当初の建築費は増額となりますが、光熱費などのランニングコストは削減となります。建築物はいったん建設されれば長期にわた

り存在し、省エネ率が低いものが許されれば2050年までのゼロカーボン達成が阻害される恐れが生じます。

「地球の温度上昇を1.5度に抑える」に整合する制度をお願いします。
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表明
順序

対象事業者・団
体名

意見要旨

２
東京電力エナジー
パートナー
株式会社

① エネルギー環境計画書 制度 （p5）

「再エネ率目標設定義務」から、「目標設定している場合の公表義務」として頂きたい。

② 建築物環境計画書制度（p20）、総量削減義務と排出量取引制度（p18、19）、地球温暖化対策報告書制度（p13、15）、地域

におけるエネルギー有効利用計画制度（p13、17）、エネルギー環境計画書制度（p10）

再エネ電力に 算定する電源種は大規模水力も含めた「 RE100 対象の再エネ電源すべて」 として頂きたい 。

③ 建築物環境計画書制度（p16）

太陽光設置の地中熱等代替措置に「大気熱利用エコキュート」設置を含めて頂きたい 。

④ 総量削減義務と排出量取引制度（p19）

「需要家が直接購入した非化石証書」の反映に賛成。「電気以外への証書による係数低減」は「パリ協定６条で認められた証

書」に限定して頂きたい。

⑤ 総量削減義務と排出量取引制度（p21）、第二回【資料3-4】再エネ供給促進（p19）

以下のような、電化促進のインセンティブ制度を検討して頂きたい。

o「トップレベル事業所認定要件の加点評価」において、「電化可能な熱分野での電化の取組」を評価

oＣ＆Ｔ制度に対する、「電化可能な熱分野での電化の取組」へのボーナス付与

⑥ 総量削減義務と排出量取引制度（p6）

地域熱供給に関連した熱利用について、以下の検討をして頂きたい。

oエネルギー供給を行う熱供給事業者が、総量削減義務の対象事業者に含まれるのは本制度主旨と異なるため、C&T制度からの

対象除外。

o低炭素熱の算定についても、低炭素電力と同様に見直し。

o熱供給を受けている事業者の緩和率を２％から適正な値に見直し。
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表明
順序

対象事業者・団
体名

意見要旨

３ 東京冷蔵倉庫協会

・総量削減義務と排出量取引制度（資料3-1）及び地球温暖化対策報告制度（資料3-2）

～大規模既存建物 P6、P16 ～中小規模既存建物 P7、P12

冷蔵倉庫業は、冷凍食品や水産物、畜産物、農産物などの食品を寄託者から預かり、プラス10℃からマイナス25℃の適正温度帯

で保管する事業で東京都の食品のサプライチェーンの一翼を担う重要インフラです。新型コロナ禍にあっても冷蔵倉庫業は休むこ

となく稼働し続け、現場で働く従業員は東京都からエッセンシャルワーカーと認めて頂き、ワクチン優先接種も受けました。

冷蔵倉庫業はそのエネルギー源をほぼすべて電気エネルギーに依存していてその8-9割は冷凍機器を稼働させて庫内冷却に使用

されており、一般製造業と比較しても高い数字です。それ故、省エネルギー対策は必須事項でCO2削減対策はあらゆる対策に取り

組んでおり、これ以上大きく削減することは難しい作業となります。また消費者から食の品質、食の安全を求める声に対応して荷

主からの必要以上の低温管理要求があり、省エネの実現を妨げる要因となっています。温度品質を維持しながら、カーボンハーフ

への取組みに向けては、冷蔵倉庫業者に対する目標削減率の緩和と再生エネの使用、省エネ装置導入によるコスト増に対する公的

支援（補助金、税制優遇）は必要と思います。

また、冷蔵倉庫業界は経済活動の中で保管料等の値上げ等を主張しづらい立場にあります。カーボンハーフに関するコスト増を

保管料等の値上げに転嫁できなければ事業の継続が難しくなる事業所も出てきて食品の流通に支障をきたす可能性もあります。冷

蔵倉庫側が値上げを主張すると直接拒否する行動はとらずとも荷主が離れていき、厳しい収支で頑張る他の冷蔵事業者に流れ、結

局、現状維持を飲まざるを得なくなるということも発生します。政府の唱える新しい資本主義に基づいて国土交通省から12月27

日に発信された「パートナーシップによる価値創造の為の転嫁円滑化に関する事業団体に対する要請」があります。この中に記載

されているように独占禁止法等各種法律により厳しく取り締まり、電気料上昇分を考慮した適正な料率を荷主等に本当に厳守して

もらうことが実現できればカーボンハーフに向けて動き易くなります。
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表明
順序

対象事業者・団
体名

意見要旨

４
虎ノ門エネルギー
ネットワーク
株式会社

・制度名：地域におけるエネルギー有効利用計画制度

（意見表明を行う資料の該当ページ数：５ページ、１７ページ）

熱供給プラントが活用するガスエンジンＣＧＳ排熱の一次エネルギー換算係数の見直しについて

ガスエンジンCGSの排熱（排温水）は、熱供給プラントで活用するとプラントCOPが低下します。東京都は「エネルギーの有効

利用」を目指していますが、プラントCOPが低下することはエネルギーを有効利用していることが評価されておりません。また、

プラントCOPは基準を下回ると区域指定の取り消しもあり制度上重要な位置づけです。

省エネ法の「未利用熱活用制度」において、ガスエンジンCGSの排熱は未利用熱として定義されております。本制度も同様に未

利用熱とすることでプラントCOP低下を防ぐことの検討をお願いします。このことにより、エネルギーの有効利用が促進され、電

力のレジリエンス向上にもつながると思われます。
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表明
順序

対象事業者・団
体名

意見要旨

５
一般社団法人
日本熱供給事業協
会

制度名：総量削減義務と排出量取引制度（資料3-1：１３・２０・２９ページ）

・第２回検討会において、今後のキャップ＆トレード制度のあり方として「ゼロエミ化に向けてより高いレベルでの取組を推進す

る事業所を後押しする」（Ｐ１３）との方向性が示されました。

・現在、キャップ＆トレード制度の「低炭素熱の選択の仕組み」により、低炭素熱に該当する熱供給事業者から熱の供給を受ける

事業所については「低炭素熱選択による削減量」が認められているところですが、今後の制度設計において、熱供給事業者の努

力によりＣＯ２排出量（係数）を低減させた場合に、その削減量が需要家の「低炭素熱選択による削減量算定式」において、よ

り適正に反映させることができる仕組みとなれば、需要家にとっては地域冷暖房を導入するインセンティブとなり、熱供給事業

者にとっては更なる低・脱炭素化方策検討のモチベーションになるものと考えております。

制度名：地域におけるエネルギー有効利用計画制度（資料3-3：１７ページ）

・地域冷暖房のプラントは、状況の変化に応じて様々なエネルギーをコーディネートして区域へ熱を供給することにより地域冷暖

房区域の低・脱炭素化に貢献します。また、自社保有だけでなく需要家側で保有するＣＧＳや蓄熱システム等と連携して地区全

体でＤＲ対応を行うとともに、非常時におけるレジリエンス強化にも寄与します。

・熱供給事業として再生可能エネルギー・未利用エネルギーの更なる活用、電力需給調整への貢献、レジリエンス強化に向けた取

り組みを推進するにあたり、再エネ・未利用エネ活用に向けた規制緩和および財政的支援をお願いいたします。
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表明
順序

対象事業者・団
体名

意見要旨

６
丸の内熱供給
株式会社

丸の内熱供給(株)は、大手町・丸の内・有楽町地区を中心にプラント連携網を構築、都市の未利用排熱（ビル中水排熱・ＣＧＳ

排熱）の積極的な活用、計画的なプラント更新やＡＩ導入による省エネ運転等により、プラントＣＯＰの向上に努めております。

また、時代の要請に応じて、ＢＣＤの観点からＣＧＳ導入や非常時エネルギー供給、ＣＮ都市ガス全量導入等により、エリアのレ

ジリエンス強化と環境への貢献を促進するとともに、ＤＲによる電力需給調整市場等の実証実験も進めております。このような中、

以下についてご検討頂けるとありがたいと考えております。

① 未利用熱活用制度拡充のお願い（総量削減義務と排出量取引制度 資料3-1：P19）

・需要家から出るＣＧＳ排熱を受入ることでプラントＣＯＰは低く評価されます。未利用熱活用制度のように、他人から受入れる

ＣＧＳ排熱等のエネルギーはプラントのエネルギー使用量から差し引けるように制度の拡充をお願い致します。

② ＣＮ都市ガス利用における評価のお願い（総量削減義務と排出量取引制度 資料3-1:P19）

・電力だけでなく都市ガスを併用することでエネルギー供給のレジリエンスが強化されます。ＣＮ都市ガスは地球規模で環境保全

に貢献する仕組みであるため何らかの評価をお願い致します。

③ ＣＮ熱の評価のお願い（総量削減義務と排出量取引制度 資料3-1:P19）

・需要家にとってＣＮ熱導入のモチベーションになるためにＣＮな原料（再エネ電力・ＣＮ都市ガス等）の利用により製造される

ＣＮ熱が適正に評価されるようお願い致します。

④補助金拡充や規制緩和のお願い（地域におけるエネルギー有効利用計画制度（資料3-3：P17）

・プラントは様々なエネルギーを活用することで低・脱炭素化に貢献します。新設時のみならず更新時においてもインセンティブ

となるような補助金の拡充や再エネ機器導入時の規制緩和（ＮＯＸ値等）をお願い致します。


